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◆調査実施概要 
Ⅰ．調査の目的 

市内の情報化の実態・進展状況を把握することで、「北九州市地域情報化計画」のアクションプ

ラン策定にあたっての、政策形成の参考資料とすることを目的とする。 

 

Ⅱ．調査の内容 

前記の目的を達成するために、下記の調査を実施した。 

１．市民・事業所情報化実態アンケート調査 

（１）実施内容 

調査内容 市民実態調査（①世帯・②個人） ③事業所実態調査 

調査対象者 一般世帯（無作為抽出） 

個人については 15～79 歳を対象 

市内事業所 

（商工会議所 DB による無作為抽出） 

調査方法 郵送調査 

（個人向け調査票を同封） 

郵送調査 

抽出ｻﾝﾌﾟﾙ ４，０００ ３,１３０ 

調査時期 平成１３年６～７月 

（２）回収結果 

 ａ:郵送数 ｂ：有効発送数 ｃ:有効回収数 
回収率 

（ｃ/ｂ） 

①市民実態調査（世帯） ４，０００ ３，８９３ ７７５ １９．８％ 

②      （個人） － － ３４６ － 

③事業所実態調査 ３，１３０ ３，１２１ ８９５ ２８．７％ 

（３）調査対象者の属性 

 市民実態調査（①世帯、②個人）については、母集団(市民全体)に近づけるために、住民基本

台帳（平成13年 6月 20日）の年齢別人口を元にしてウエイト値を設定し、サンプル数の調整を

行い、分析を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②市民実態調査（個人） 
(%)

　全　体

男性

女性

性
別

１
９
歳
以
下

6.9

7.0

6.9

２
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９
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０
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９
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０
｜
４
９
歳

14.7

13.4

15.9

５
０
｜
５
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０
｜
６
４
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7.8

7.6

7.4

６
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｜
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９
歳

7.2

7.0

7.4

７
０
｜
７
４
歳

6.1

8.9

3.7

７
５
歳
以
上

9.2

12.7

6.3

 

346

156

190

(ウエイト調整前）
(%)

　全　体

男性

女性

性
別

１
９
歳
以
下

10.1

10.3

10.0

２
０
｜
２
９
歳

11.6

10.3

12.6

３
０
｜
３
９
歳

16.7

14.1

19.0

４
０
｜
４
９
歳

16.5

14.7

17.9

５
０
｜
５
９
歳

15.0

14.7

15.3

６
０
｜
６
４
歳

6.4

6.4

6.3

６
５
｜
６
９
歳

10.4

10.3

10.5

７
０
｜
７
４
歳

7.2

10.9

4.2

７
５
歳
以
上

6.1

8.3

4.2

　
　
Ｎ

346

156

190

①市民実態調査（世帯）
(%)

　全　　体

門司区

若松区

戸畑区

小倉北区

小倉南区

八幡東区

八幡西区

男性

居

住

地

女性

性
別

２
９
歳
以
下

11.0

15.9

0.0

13.2

14.4

14.2

8.8

7.6

11.6

8.0

３
０
｜
３
９
歳

13.0

8.0

14.3

15.1

13.0

14.2

16.3

12.4

13.5

11.5

４
０
｜
４
９
歳

15.7

10.2

18.9

15.1

15.1

17.2

18.6

15.2

16.6

13.2

５
０
｜
５
９
歳

21.3

18.2

12.7

30.2

23.9

22.3

12.5

24.4

21.4

20.1

６
０
｜
６
４
歳

9.3

6.8

4.8

5.7

8.9

10.4

10.0

11.4

10.1

6.3

６
５
｜
６
９
歳

9.2

12.5

14.3

7.5

8.9

7.5

7.5

9.0

9.3

8.6

７
０
｜
７
４
歳

8.0

10.2

17.5

1.9

6.2

6.0

8.8

8.1

8.5

6.9

７
５
歳
以
上

12.5

18.2

17.5

11.3

9.6

8.2

17.5

11.9

9.0

25.4

775

87

67

49

142

131

80

217

603

172

（ウエイト調整前）
(%)

　全　　体

門司区
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戸畑区
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男性

居

住
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女性

性
別

２
９
歳
以
下

4.6

6.9

0.0

6.1

6.3

6.1

3.8

3.2

5.0

3.5

３
０
｜
３
９
歳

9.7

5.7

10.4

12.2

9.9

10.7

12.5

8.8

10.0

8.7

４
０
｜
４
９
歳

14.6

9.2

17.9

14.3

14.1

16.0

17.3

13.8

15.3

12.2

５
０
｜
５
９
歳

21.4

18.5

11.9

34.8

24.5

22.9

12.5

23.1

21.5

20.9

６
０
｜
６
４
歳

14.8

11.5

6.0

8.2

14.8

17.6

16.3
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16.1

10.5

６
５
｜
６
９
歳
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17.2

17.9
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７
０
｜
７
４
歳

10.5

13.8

21.0

2.0

8.5

8.4

11.3

10.1

10.9

8.7

７
５
歳
以
上

11.6

17.2

14.9

12.2

9.2

7.6

16.3

10.6

8.3

23.3

　
　
Ｎ
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87

67

49

142

131

80

217

603

172

区 
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（４）分析軸 

分析を行うにあたっては主に以下の分析軸を用いた。 

①市民実態調査（世帯） 

分 析 軸 カ テ ゴ リ ー 

居 住 区 対象者の住所のある区別 

高 齢 者 有 無 65 歳以上の高齢者が含まれるか否か 

 ・世帯主が高齢者の世帯 

 ・世帯主以外が高齢者の世帯 

 ・高齢者のいない世帯 

②市民実態調査（個人） 

分 析 軸 カ テ ゴ リ ー 

性 別 男女別 

年 代 別 年代別① 

 ・15～19 歳 

 ・20 代から 70 代 

年代別② 

 ・15～39 歳 

 ・40～64 歳 

 ・65 歳以上 

ネット利用別 インターネットの利用状況別 

 ・利用層 

 ・利用意向層 

 ・非利用意向層 

情 報 感 度 別 詳細は 19 頁 

 ・高感度層 

 ・中間層 

 ・保守層 

 

 

③事業所実態調査
(%)

　全　　体

製造業

建設業

卸売業

小売業

運輸業

サービス業

１０人以下

業

種

別

１１～３０人

３１～１００
　　　　　人

１００人超

単一事業所  
　　　　企業

従

業

員

数

別

複数事業所  
　　　　企業

市外企業

企

業

類

型

３
千
万
円
未
満

1.5

1.6

1.5

0.0

0.9

1.4

3.1

3.8

1.2

0.5

0.0

2.8

0.6

0.0

１
億
円
未
満

11.3

10.8

14.3

3.6

13.0

4.2

17.5

36.2

4.5

2.5

0.0

20.3

5.0

1.5

５
億
円
未
満

35.0

31.2

40.8

27.8

40.9

41.6

35.0

50.1

57.6

24.7

2.1

49.4

26.6

5.9

１
０
億
円
未
満

13.3

11.8

15.8

15.3

11.3

15.3

12.5

6.0

20.4

23.8

3.6

13.9

15.5

5.1

２
０
億
円
未
満

9.5

7.0

9.4

14.6

8.7

9.7

10.0

1.3

9.8

20.3

8.8

5.1

16.8

5.9

５
０
億
円
未
満

10.2

9.7

4.4

16.8

9.6

13.9

12.5

0.9

4.9

19.3

19.7

3.3

15.8

16.2

１
０
０
億
円

 
 
 
 
未
満

5.1

10.2

3.9

7.3

4.3

1.4

1.9

0.4

0.4

5.4

17.1

1.3

7.5

12.5

１
０
０
億
円

 
 
 
 
以
上

10.9

17.2

8.4

14.6

11.3

11.1

5.0

0.0

0.0

3.0

47.7

0.0

10.6

47.0

無
回
答

3.2

0.5

1.5

0.0

0.0

1.4

2.5

1.3

1.2

0.5

1.0

3.9

1.6

5.9

　
　
Ｎ

895

186

203

137

115

72

160

235

245

202

193

389

322

136

①市民実態調査（世帯） 
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③事業所実態調査 

分 析 軸 カ テ ゴ リ ー 

業 種 別 業種別 

 ・製造業 

 ・建設業 

 ・卸売業 

 ・小売業 

 ・運輸業 

 ・サービス業 

従 業 員 数 別 従業員数別 

 ・１０人以下 

 ・１１～３０人 

 ・３１～１００人 

 ・１００人超 

企 業 類 型 別 事業所の本社地・事業所数による区分 

 ・単一事業所企業 

 ・複数事業所企業（市内に本社があり、他にも事業所を持つ企業） 

 ・市外企業（市外に本社がある企業） 

ＩＴ先進度別 同業他社と比べての情報化の先進度合い（自己評価）による区分 

 ・先進層（｢非常に先進的｣+｢まあ先進的｣） 

 ・中間層（｢普通｣） 

 ・後進層（｢やや遅れている｣+「遅れている」） 

 

２．通信インフラ・情報関連サービス業の動向調査 

・既存文献等による通信インフラ提供会社の現状を整理。 

・既存文献や電話調査(※)を元に、現在の情報関連サービス産業の実態を整理。 

※電話調査：上記１の｢③事業所実態調査｣の回答事業所から情報関連サービスを提供している

事業所を20社抽出し、電話調査を実施。 

 

Ⅲ．調査実施機関 

 株式会社日本リサーチセンター 
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◆市内の情報化実態 
Ⅰ．調査結果の要約 

１．市民の情報通信利用状況 

（１）インターネットの利用状況 

◎世帯普及率は３６．０％。昨年１１月の郵政省（現:総務省）の｢通信利用動向調査｣

の 43.3％（特別区･政令市・県庁所在地）よりも低い。（図表１） 

◎１５～７９歳の市民のネット人口は約３３万人。世代格差は大きいが、高齢者ユー

ザーも１万人単位に達している。（図表２） 

 

⇒１年以内の利用意向が少ないこと等から、今後のインターネットの普及は、伸び悩

みが予想され、首都圏等との差が拡大する恐れが強い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）情報通信関連機器・サービスの利用状況 

◎携帯電話の世帯保有率は 65.4％、パソコンは 43.1％（図表３）だが、「通信利用動

向調査」の 78.4％、56.4％（いずれも特別区･政令市・県庁所在地）を下回っている。

また、他の機器や衛星放送・ケーブルテレビの利用状況も他の地域に比べて軒並み

低い。 

◎インターネット同様、情報通信機器や放送サービスの利用意向は低水準。（図表４） 

 

⇒今後の普及は頭打ちの公算が強く、ブロードバンド社会への対応にはかなりの環境

変化が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１　インターネットの世帯普及状況

利
用
し
て
い
る

１
年
以
内
に

 
 
利
用
予
定

利
用
を

検
討
し
て
い
る

利
用
す
る

つ
も
り
は
な
い

無
回
答

　
　
Ｎ

　世帯全体 77536.0

3.4

21.5 37.6

1.5

図表２　個人普及率とﾈｯﾄ人口

　全　　体

１５～１９歳

２０代

３０代

４０代

５０代

６０代

７０代

年

代

別

普
及
率
・
％

38.7

70.8

70.9

51.0

45.1

28.6

13.5

7.5

ネ
ッ
ト
人
口

 
 
 
・
万
人

32.9

4.2

9.7

6.2

5.7

4.5

1.7

0.9

図表３　携帯電話とパソコンの普及状況（世帯）

利
用
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て
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る

１
年
以
内
に

 
 
利
用
予
定

利
用
検
討
中

利
用
す
る

つ
も
り
は
な
い

無
回
答

　
　
Ｎ

携帯電話 775

パソコン 775

65.4

1.0 7.1

25.3

1.2

43.1

4.6

15.4 32.6

4.3

図表４　放送サービスの利用状況（世帯）
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利
用
検
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中
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用
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る

つ
も
り
は
な
い

無
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答

　
　
Ｎ

ＢＳアナログ 775

ＣＡＴＶ放送 775

ＣＳ放送 775

ＢＳデジタル 775

24.8

1.0

14.6 57.9

1.7

12.3 1.2

16.3 63.4

6.8

5.80.9

15.6 70.0

7.7

3.6 1.8

29.5 57.1

8.0
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（３）情報化に対する期待 

◎「行政サービス」「趣味・教養のための講座」「健康相談」「バンキング」等に対

する期待は、世代を問わず大きい。 

「ＶＯＤ」では 39 歳以下とインターネット利用層の期待率が５割を超える等、特

に下位項目では世代やネット利用によるバラツキがみられる。（図表５）                                                   

 

⇒情報化に対する期待には様々のものがみられるが、世代によってその内容はかなり

異なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表５　期待するサービス
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報
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グ
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電
話

テ
レ
ワ
｜
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ゲ
｜
ム
配
信

 
 
 
や
対
戦

そ
の
他

346　個人全体 54.0 51.4 50.0 50.0 43.1 30.3 27.5 25.1 14.7 7.5 4.0

133１５～３９歳 56.7 51.2 44.9 52.8 59.8 21.3 37.0 26.0 25.2 16.5 3.1

131４０～６４歳 56.7 56.7 51.8 48.9 39.0 36.2 22.7 26.2 11.3 2.1 2.8

82６５歳以上 44.9 43.6 55.1 47.4 23.1 34.6 20.5 21.8 3.8 2.6 7.7

137利用層 65.7 57.5 51.5 49.3 58.2 32.8 32.8 26.9 25.4 11.2 3.0

年

代

別

100利用意向層 55.1 68.4 53.1 56.1 43.9 37.8 41.8 30.6 11.2 1.0 3.1

96非利用意向層 36.6 26.7 46.5 44.6 24.8 20.8 7.9 15.8 3.0 3.0 7.9

ネ
ッ

ト
利
用

別



 7

２．企業（事業所）の情報通信利用状況 

（１）ネットワークの利用状況 

◎インターネットの利用率は 74.3％。従業員数「100 人超」では、88.1％なのに対し、

「10 人以下」の事業所では 60.8％に留まる。（図表６） 

◎接続回線では「ＩＳＤＮ」が最も多く、ブロードバンド化は進んでいない。（図表

７） 
 

◎社内ネットワーク（ＬＡＮやイントラネット）の利用率は 50.1％。従業員数「100

人超」では 84.9％に達している。（図表８） 

◎用途としては、「社内情報・データの共有化」「出力装置の共有化」「電子メール

サービスの実現」が多く挙げられている。（図表９） 

 

⇒インターネット、社内ネットワークの普及は一段落。今後は、ブロードバンド化へ

の対応やコンテンツの充実も含めていかに有効に業務に活用していくかが焦点と

なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表６　インターネットの利用状況
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し
て
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　全　　体 895

１０人以下 235

１１～３０人 245

３１～１００
　　　　　人 202

１００人超 193

74.3

3.8 11.3 9.8 0.8

60.8

6.4

16.2 14.9

1.7

73.0

3.7 12.7 9.8 0.8

80.7

1.5 9.9 7.9 0.0

88.1

2.6 4.1 4.7 0.5

従

業

員

数

別

図表７　インターネットの接続形態
0 10 20 30 40 50 60 70(%)

電話回線    
　  アナログ

ＩＳＤＮ

ＣＡＴＶ

ｘＤＳＬ

無線

専用線      
　　　　64Ｋ

専用線      
　 |１２８Ｋ

専用線      
　１２８Ｋ超

15.3

65.6

1.2

1.1

1.4

3.9

8.4

3.6

　全　　体 (n = 665)

図表８　社内ネットワークの利用状況

利
用
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定
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検
討
中

導
入
す
る

 
 
予
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無
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Ｎ

　全　　体 895

１０人以下 235

１１～３０人 245

３１～１００
　　　　　人 202

１００人超 193

50.1

2.5 13.0

29.5

4.9

25.5

3.0

14.5 47.2

9.8

41.6

2.0

13.9 38.4

4.1

56.9

3.0

15.8 20.8

3.5

84.9

2.1 6.7 4.7 1.6

従

業

員

数

別

図表９　社内ネットワークの用途
0 10 20 30 40 50 60 70 80 90(%)

社内情報・  
データの    
　　　共有化

出力装置の  
　　　共有化

電子メール  
サービスの  
　　　　実現
財務・経理  
システムの  
　　　　実現
アプリケー  
ションの    
　　　共有化
業務支援    
システムの  
　　　　実現

電子決裁の  
　　　　実現

その他

84.4

59.2

54.6

26.5

26.1

21.8

4.7

0.7

  全　　体 (n = 449)
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（２）パソコンの利用状況 

◎パソコンの利用率は 95.5％で、ほとんどの事業所に普及済み。（図表 10） 

◎パソコンの保有台数をみると、「１～２台」が４分の１を占める。（図表 11） 

 

⇒今後は、従業員全体の情報武装化が課題。ＩＴスキルの底上げが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）情報化に対する意識 

◎情報化が遅れていると感じている事業所（後進層）は、進んでいると感じている事

業所（先進層）を大きく上回っている。（図表 12） 

◎今後の情報化で重視するものとしては「情報収集機能の充実」や「社内ネットの拡

充」「顧客情報システムの導入・拡充」といったものが挙げられている。（図表 13） 

 

⇒情報化への対応は、好むと好まざるに関わらない“必須要件”となってきており、

「後進層」をいかに減らせるかが、情報社会の進展、地域産業の活性化につながっ

てくるものと思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表10　パソコンの利用状況
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定
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る

 
 
予
定
な
し

無
回
答

　
　
Ｎ

　全　　体 89595.5

0.1 1.8 2.3 0.3

図表11　ＰＣ導入企業のパソコン保有台数
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０
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０
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０
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０
０
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無
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Ｎ

　全　　体 854
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１１～３０人 238

３１～１００
　　　　　人 197

１００人超 192

24.5 24.7 21.0 18.3

2.9 3.9 2.8 1.9

48.6 29.0 19.0

2.9 0.0 0.0 0.0 0.5

29.0 30.7 24.4

13.0 0.8 0.4 0.0 1.7

12.2

23.9 21.8 30.9

4.6 4.6 0.0 2.0

4.2

14.6 18.8 27.5

7.3 11.5 12.5 3.6

従

業

員

数

別

図表12　情報化先進度
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な
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無
回
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Ｎ

　全　　体 895

13.3

38.7 40.6

5.6 1.8

図表13　情報化重視内容（上位５つ）
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の
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・
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895　全　　体 37.0 32.5 31.6 21.5 17.7
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Ⅱ．調査結果 

１．市民の情報通信利用実態 

（１）インターネットの利用状況 

①世帯のインターネット普及率（世帯） 

●2001 年 6 月現在のインターネットの世帯普及率(自宅でネットを利用している世帯の

比率)は 36.0％。他地域に比べ、あまり高い値とは言えない。また、｢１年以内に利用

予定｣は 3.4％に留まっている。 

《参考》(※) 
・『通信利用動向調査(世帯)』［平成 12 年 11 月･郵政省(現:総務省)] 

 「全国」34.0％、｢特別区･政令指定都市･県庁所在地｣43.3％ 
・『日本のインターネット動向調査』(平成 13 年 2 月･ｱｸｾｽﾒﾃﾞｨｱｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ) 
  「全国」46.5％ 
・『日本人のＥライフに関する調査』(平成 13 年 1～2 月･内閣府) 
  「首都圏」45％、「福岡市」36％。 

●普及率の行政区による格差は 1 割程度に達している。また、｢世帯主が高齢者の世帯｣

では普及率は 13.4％に留まっている。 
 
※現在、インターネットの普及率についての調査は数多く行われているものの、その結果には大

きな食い違いがみられる。その要因としては、対象サンプルの設定や調査方法の違いといっ

た他の調査結果でもみられるものに加え、ネット利用者の定義の仕方といった利用頻度や携

帯電話での利用を含めるか等によって大きく影響されていると思われる。本調査は、世帯で

の普及率に関しては、様々な調査のなかで『通信利用動向調査』に最も近い方法を用いてお

り、比較対象に一番適していると考えられる。 

図表 1 -  1  インターネットの利用状況－世帯(居住区、高齢者有無別)  

 
　問３．世帯でのインターネット利用
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し
て
い
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以
内
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八幡西区 217

世帯主が    
高齢者の世帯 270

世帯主以外が
高齢者の世帯 73
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　いない世帯 359

36.0

3.4

21.5 37.6

1.5
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2.3

21.6 43.1

2.3

33.3

3.2

19.0 44.5

0.0

39.6

0.0

18.9 41.5

0.0

39.7

2.7

24.7 31.5

1.4

39.6

3.0

21.6 35.8

0.0

35.0

5.0

18.8 39.9

1.3

33.8
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21.9 36.2

3.3

13.4 0.9

13.9 68.8

3.0
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2.8

26.4 27.8

0.0

46.0
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25.0 24.2

1.0

居

住

区
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齢
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有
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②インターネット利用率と利用人口推計 

●2001 年 6 月現在の 15～79 歳の個人でのインターネット利用率は 38.7％。 

●最も利用率の高い２０代(70.9％)と７０代（7.5％）の差は 60 ポイント以上に達してい

る。 

●利用者の内訳をみると、「自宅のみ」の利用者が 3 分の 2 を占めていることがわかる。 

●インターネット利用率を元にネット人口を推計すると、約 33 万人となる。 

 
※ほぼ同時期に実施された『ＮＯＳ・№345』(2001 年 7 月・日本リサーチセンター)では、「13

大都市」でのインターネット利用率は 36.8％で、本調査はその値を上回っている。しかし、

『ＮＯＳ』では本調査と異なり、インターネットを普段
．．

利用しているかどうかを尋ねている

こと、また、「携帯電話やＰＨＳを含めて考えてください」と記していないことから、『Ｎ

ＯＳ』による利用率は本調査よりも狭義なものと考えられる。したがって、世帯普及率同様、

個人利用率も他の地域に比べて高いとは言えない。 

図表 1 -  2  ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用状況－個人        図表 1 -  3  ﾈｯﾄ人口推計値－個人(性･年代別)  

     ( 性･年代別)  
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ネ
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ト
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用
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り
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在
は
利
用

 
し
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い
な
い

利
用
 
し
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い
な
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無
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Ｎ

　全　　体 346

男性 156
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１５～１９歳 35

２０代 40
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４０代 57

５０代 52

６０代 58

７０代 46
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6.9

52.7

1.7
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7.0
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1.3

32.8
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70.8

4.2

20.8

4.2
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7.3

20.0

1.8
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7.8

47.1

0.0
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0.0

71.4

0.0

13.5

9.6
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7.5 3.8

86.8

1.9

性

別

年

代

別

　ネット利用
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２０代

３０代
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７０代

年
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別
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・
％

38.7

70.8

70.9

51.0

45.1

28.6

13.5

7.5
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ト
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0.9

　ネット利用
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＆
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・
学
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用

自
宅
の
み
利
用

職
場
・
学
校

 
 
の
み
利
用

　
　
Ｎ

　全　　体 13718.7 62.6 18.7
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③インターネットの利用内容 

●自宅でのインターネット接続回線は、「電話回線(ｱﾅﾛｸﾞ)」が 46.8％と最も多く、｢携帯

電話･ＰＨＳ｣の 32.4％が続いている。｢ＣＡＴＶ｣や｢ｘＤＳＬ｣はまだ少数派で、調査

時点（2001 年 6 月）では、まだ『ブロードバンド』の本格普及がはじまっていないこ

とが表れている。 

●１ヶ月あたりのインターネットの利用料金（基本料金）は、平均で約 2,100 円であるも

のの、半数近くは｢2000 円以下｣に留まっている。 

●インターネットの利用場所としては、「自宅」が最も多い。 

●自宅でのネット利用で最も多いのは「パソコン」であるが、「携帯電話」も４割近くに

達している。また、外出先では９割近い。 

●インターネットの用途としては、「電子メール(の利用)」（73.1％）に続いて「生活関

連情報の入手」（62.7％）が入っている。自宅からの利用者が多いためか、｢ビジネス

情報の入手｣等ビジネス用途は少ない。 

●自宅での１ヶ月の利用時間の平均は 10 時間であるが、「５時間未満」の層が 55.6％で、

その利用程度にはかなりバラツキが見られる。また、サンプル数は少ないものの、65

歳以上の高齢者の平均時間は 19 時間と、長時間であることがわかる。 

●北九州市のホームページを「よく利用している」のは 2.4％、「利用したことがある」

（27.6％）をあわせた視聴経験率は 30.0％に達している。 

 

図表 1 -  4  利用回線-世帯（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用世帯、複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　付問３－１．インターネット接続形態
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図表 1 -  5  １ヶ月あたりの利用料金-世帯（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用世帯） 

 

 

 

 

 

 

図表 1 -  6  インターネット利用場所－個人(インターネット利用者、複数回答)  

 

 

 

 

 

 

 

図表 1 -  7  自宅での利用端末-個人    図表 1 -  8  外出時の利用端末－個人 
     （自宅でのｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用者､複数回答）     （外出先でのｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用者､複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1 -  9  インターネットの用途－個人(インターネット利用者、複数回答)  
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　付問２－２．自宅利用端末
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73男性 73.6 65.3 33.3 25.0 22.2 26.4 11.1 12.5 5.6 5.6 5.6 4.2 0.0 2.8

64女性 74.2 58.1 19.4 24.2 22.6 12.9 12.9 9.7 12.9 8.1 0.0 0.0 1.6 3.2
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9６５歳以上 62.5 100.0 25.0 25.0 25.0 25.0 12.5 25.0 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0
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図表 1 -  1 0  １ヶ月あたりのインターネット利用時間－個人(インターネット利用者)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1 -  1 1  「北九州市」のホームページ視聴経験－個人(インターネット利用者＆経験者)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　付問２－１．ネット利用時間

５
時
間
未
満

１
０
時
間
未
満

２
０
時
間
未
満

３
０
時
間
未
満

４
０
時
間
未
満

４
０
時
間
超

無
回
答

　
　
Ｎ

時
間

　全　　体 107 10

男性 60 11

女性 47 9

１５～３９歳 62 11

４０～６４歳 36 9

６５歳以上 9 19

55.6 18.9

8.5 3.8 8.5 3.8 0.9

51.7 21.7

8.3 5.0 8.3 5.0 0.0

60.8 15.2

8.7 2.2 8.7 2.2 2.2

57.3 16.4

11.5 1.6 6.6 6.6 0.0

54.1 27.0

2.7 5.4 5.4 2.7 2.7

37.5

0.0 12.5 12.5

37.5

0.0 0.0

性

別

年

代

別

　付問２－５．北九州市のホームページの視聴

よ
く
利
用

 
 
し
て
い
る

利
用
し
た

 
こ
と
が
あ
る

利
用
し
た

 
こ
と
が
な
い

　
　
Ｎ

　全　　体 127

男性 67

女性 60

１５～３９歳 74

４０～６４歳 42

６５歳以上 11

2.4

27.6 70.0

1.5

27.3 71.2

3.5

29.8 66.7

1.4

31.0 67.6

4.7

18.6 76.7

0.0

55.6 44.4

性

別

年

代

別
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④非利用者の利用意向 

●インターネットを利用していない人の今後の利用意向については、「利用予定あり」は

6.8％に留まり、「利用検討中」を合わせた“利用意向層”では、47.6％となっている。

年代別にみると、「39 才以下」の“利用意向層”が８割強に達しているのに対し、65

歳以上では３割に満たない。 

●「利用するつもりはない」人の理由としては、「特に必要性を感じない」（79.2％）が

圧倒的に多く挙げられている。 

 

図表 1 -  1 2  今後のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用意向－個人（非ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1 -  1 3  ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの非利用意向理由－個人（非利用意向者、複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

　問３．インターネット利用予定

利
用
予
定
あ
り

利
用
検
討
中

利
用
す
る

つ
も
り
は
な
い

無
回
答

　
　
Ｎ

　全　　体 202

男性 81

女性 121

１５～３９歳 45

４０～６４歳 87

６５歳以上 70

6.8

40.8 49.0

3.4

9.5

39.3 46.4

4.8

4.9

42.3 50.4

2.4

9.5

73.8 16.7

0.0

5.2

40.6 50.0

4.2

5.9

22.1 67.6

4.4

性

別

年

代

別

　付問３－１．インターネット非利用理由

　
　
Ｎ

特
に
必
要
性
を

 
 
感
じ
な
い

イ
ン
タ
｜

ネ
ッ
ト
が
よ
く

 
わ
か
ら
な
い

お
金
が

か
か
り
す
ぎ
る

新
し
い
も
の
に

飛
び
つ
く
気
に

 
 
な
ら
な
い

安
全
性
や

信
頼
性
に

 
不
安
が
あ
る

周
囲
に
あ
ま
り

利
用
し
て
い
る

 
人
が
い
な
い

職
場
・
学
校
で

 
利
用
で
き
る

96　全　　体 79.2 37.6 26.7 23.8 16.8 14.9 1.0

38男性 82.5 45.0 20.0 30.0 12.5 12.5 2.5

58女性 75.8 33.9 30.6 19.4 19.4 16.1 0.0

8１５～３９歳 57.1 28.6 28.6 0.0 14.3 0.0 0.0

性

別

43４０～６４歳 81.3 39.6 27.1 27.1 20.8 16.7 2.1

45６５歳以上 82.2 37.8 26.7 24.4 13.3 15.6 0.0

年

代

別
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（２）情報通信関連機器・サービスの利用状況 

①情報通信機器 

●今回調査した８つの情報通信機器のうち、最も保有率の高いのは「携帯電話」の 65.4％

で、「パソコン」(43.1％)、「ＦＡＸ」(34.8％)が続いている。 

●『通信利用動向調査』と比較すると、５項目（比較可能な項目）全てが、「全国」や「特

別区･政令指定都市･県庁所在地」に比べて低い値となっている。 

図表 1 -  1 4  情報通信機器保有状況－世帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1 -  1 5  情報通信機器保有状況－世帯（参考） 

「通信利用動向調査」 

総務省（旧:郵政省・平成12年 11月） 
 

全 国 
特別区･政令指定都市･県

庁所在地 

携帯電話 ７５．４％ ７８．４％ 

パソコン ５０．５％ ５６．４％ 

ＦＡＸ ４０．４％ ４９．１％ 

カーナビ １６．０％ １６．６％ 

ＰＨＳ １３．０％ １９．１％ 

 

　問２．機器・サービス利用状況‐ａ．携帯電話

利
用
し
て
い
る

１
年
以
内
に

 
 
利
用
予
定

利
用
検
討
中

利
用
す
る

つ
も
り
は
な
い

無
回
答

　
　
Ｎ

携帯電話 775

パソコン 775

ＦＡＸ 775

ゲーム機 775

カーナビ 775

ＰＨＳ 775

携帯情報端末 775

ＥＴＣ 775

65.4

1.0 7.1

25.3

1.2

43.1

4.6

15.4 32.6

4.3

34.8

2.5

15.5 42.0

5.2

29.9

0.8 5.2

55.5

8.6

12.5 1.3

17.3 60.3

8.6

10.30.4 3.0

84.2

2.1

4.81.3 9.4

83.9

0.6

0.30.4

15.6 81.4

2.3

情

報

通

信

機

器
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②放送サービス 

●衛星放送、ケーブルテレビのいずれかを視聴する世帯(｢CATV･CS･BS ﾃﾞｼﾞﾀﾙ｣+｢BS ｱﾅ

ﾛｸﾞのみ｣)は、35.2％。これは『通信利用動向調査』（昨年 11 月実施）の「全国」47.8％、

「特別区・政令指定都市・県庁所在地」の 48.8％を大きく下回っている。 

●放送サービス別にみると、「ＢＳアナログ」放送の利用率が 24.8％と最も高く、「CATV

（ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ）」が続いている。今後の普及拡大が期待されている「BS デジタル放送」

の利用率は 3.6％、「１年以内に利用予定」も 1.8％に留まり、本格普及にはほど遠い。 

図表 1 -  1 6  衛星･C A T V 別利用状況－世帯  図表 1 -  1 7  放送ｻｰﾋﾞｽ利用状況－世帯 

     （居住区、高齢者有無別)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　問２．機器・サービス利用状況‐ｉ．ＢＳアナログ

利
用
し
て
い
る

１
年
以
内
に

 
 
利
用
予
定

利
用
検
討
中

利
用
す
る

つ
も
り
は
な
い

無
回
答

　
　
Ｎ

ＢＳアナログ 775

ＣＡＴＶ放送 775

ＣＳ放送 775

ＢＳデジタル 775

24.8

1.0

14.6 57.9

1.7

12.31.2

16.3 63.4

6.8

5.8 0.9

15.6 70.0

7.7

3.61.8

29.5 57.1

8.0

放

送

サ

｜

ビ

ス

　放送ＮＩ２

Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ

Ｃ
Ｓ

Ｂ
Ｓ
デ
ジ
タ
ル

Ｂ
Ｓ
ア
ナ
ロ
グ

 
 
 
 
の
み

１
年
以
内
に

 
 
利
用
予
定

利
用
検
討
中

利
用
す
る

つ
も
り
は
な
い

無
回
答

　
　
Ｎ

　全　　体 775

門司区 87

若松区 67

戸畑区 49

小倉北区 142

小倉南区 131

八幡東区 80

八幡西区 217

世帯主が    
高齢者の世帯 270

世帯主以外が
高齢者の世帯 73

高齢者の    
　いない世帯

359

19.1 16.1

2.8

21.2 39.3

1.5

9.1

21.6

1.1

26.1 41.0

1.1

12.7

30.2

1.6

15.9 38.0

1.6

20.8

3.87.5

26.4 39.6

1.9

22.6

9.6 1.4

24.0 41.7

0.7

18.7 16.4

4.5

26.1 33.6

0.7

10.0

17.5

2.5

21.3 44.9

3.8

26.2 16.2

2.9

13.8 39.0

1.9

13.9 16.0

1.7

18.2 46.3

3.9

20.8 26.4

0.0

20.8 30.6

1.4

22.4 14.3

3.1

23.5 36.2

0.5

居

住

地

高

齢

者

有

無
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③情報通信に関する利用料金 

【全世帯】 

●調査対象世帯の情報通信に関する料金（１ヶ月あたり）をみると、最も多いのが移動

通信料金の 7,815 円で、固定電話の 5,410 円を上回っている。インターネットの利用

料金は 724 円と少ない。 

●『通信利用動向調査』（平成 12 年 11 月）と比べると、放送料金が「全国」「特別

区・政令市・県庁所在地」を上回っている以外は全て下回っている。 

【利用世帯】 

●それぞれのサービスを利用している世帯のみについても、全世帯と同様の傾向が見受

けられる。 

●『通信利用動向調査』と比べると、「固定電話」と「インターネット」の２項目が全

世帯同様に下回っている。 

 

図表 1 -  1 8  情報通信料金－世帯（全世帯） 

通信利用動向調査  

料金別 

 

世帯平均 
全 国 

特別区･政令市･ 
県庁所在地 

固定電話 5 , 4 1 0 円 6,998 円 7,327 円 

移動通信 7 , 8 1 5 円 8,445 円 9,025 円 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 7 2 4 円 1,122 円 1,473 円 

放送 2 , 6 2 6 円 2,364 円 2,376 円 

図表 1 -  1 9  情報通信料金－世帯［利用(１円以上)世帯のみ］ 

通信利用動向調査  

料金別 

 

利用世帯平均 
全 国 

特別区･政令市･ 
県庁所在地 

固定電話 5 , 6 8 4 円 7,107 円 7,436 円 

移動通信 1 1 , 6 1 4 円 10,757 円 10,902 円 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ 2 , 1 1 2 円 3,470 円 3,570 円 

放送 3 , 1 7 5 円 2,569 円 2,638 円 
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（３）情報化に対する意識・期待 

●全体の８割を超える層が、情報化の進展によって、生活が｢便利になる｣、社会変化が｢速

くなる｣と回答している。人と人のつながりが「疎遠になる」も過半数を上回っている。

また、所得格差が「拡大する」は 45.3％に留まるものの、「縮小する」（4.0％）に比

べればかなり多い。情報社会は、“便利さ”を生み出す一方、人と人のつながりが疎遠

になる等、“厳しい”社会であるととらえている市民も多いと言える。 

●今後、期待するサービスとしては、「(住民票の請求･税金の申告等の)行政サービス」

「趣味や教養のための講座」「健康相談や診断」「オンラインバンキング」に対する期

待が特に高い。インターネットの非利用意向層においては、当然ながら利用層や利用意

向層に比べれば、全体的に期待度は低いと言えるが、それでも「健康相談や診断」「（オ

ンライン）バンキング」といったものに対する期待は大きい。 

図表 1 -  2 0  今後の社会変化-ａ.生活の便利さ 図表 1 -  2 1  今後の社会変化-ｂ.社会の変化 

           －個人 ( 性・年代別)               －個人 ( 性・年代別)  

      －ａ．生活の便利さ             －ｂ．社会の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図表 1 -  2 2  今後の社会変化-ｃ.所得の格差  図表 1 -  2 3  今後の社会変化-ｄ.人と人のつながり 

           －個人 ( 性・年代別)               －個人 ( 性・年代別)  

 

 

　問５．今後の社会変化－ａ．生活の便利さ

便
利
に
な
る

変
わ
ら
な
い

不
便
に
な
る

　
　
Ｎ

　全　　体 335

男性 151

女性 184

１５～３９歳 132

４０～６４歳 128

６５歳以上 75

82.6 15.6

1.8

79.4 19.9

0.7

85.2

12.1 2.7

88.1

10.3 1.6

83.2 15.3

1.5

72.9 25.7

1.4

性

別

年

代

別

　問５．今後の社会変化－ｂ．社会の変化

速
く
な
る

変
わ
ら
な
い

遅
く
な
る

　
　
Ｎ

　全　　体 333

男性 152

女性 181

１５～３９歳 132

４０～６４歳 128

６５歳以上 73

82.8 16.6

0.6

82.2 17.1

0.7

83.2 16.2

0.6

80.2 19.0

0.8

86.2

13.1 0.7

80.6 19.4

0.0

性

別

年

代

別

　問５．今後の社会変化－ｃ．所得の格差

拡
大
す
る

変
わ
ら
な
い

縮
小
す
る

　
　
Ｎ

　全　　体 329

男性 150

女性 179

１５～３９歳 129

４０～６４歳 129

６５歳以上 71

45.3 50.7

4.0

51.0 43.7

5.3

41.0 56.2

2.8

39.5 57.3

3.2

50.4 44.6

5.0

47.0 50.0

3.0

性

別

年

代

別

　問５．今後の社会変化－ｄ．人と人のつながり

密
接
に
な
る

変
わ
ら
な
い

疎
遠
に
な
る

　
　
Ｎ

　全　　体 331

男性 150

女性 181

１５～３９歳 131

４０～６４歳 128

６５歳以上 72

14.0 32.2 53.8

15.2 30.5 54.3

12.8

33.5 53.7

12.0

27.2 60.8

10.1

37.0 52.9

25.8 31.8 42.4

性

別

年

代

別
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図表 1 -  2 4  今後期待するサービス－個人(性・年代・ネット利用別、複数回答)  

 
　問４．今後の期待サービス

　
　
Ｎ

行
政
サ
｜
ビ
ス

趣
味
や
教
養
の

 
た
め
の
講
座

健
康
相
談
や

 
 
 
 
診
断

バ
ン
キ
ン
グ

Ｖ
Ｏ
Ｄ

ビ
デ
オ
・
オ
ン

 
・
デ
マ
ン
ド

行
政
情
報
入
手

シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ

テ
レ
ビ
電
話

テ
レ
ワ
｜
ク

ゲ
｜
ム
配
信

 
 
 
や
対
戦

そ
の
他

346　全　　体 54.0 51.4 50.0 50.0 43.1 30.3 27.5 25.1 14.7 7.5 4.0

156男性 49.7 45.2 45.9 39.5 45.2 32.5 26.8 25.5 12.1 12.7 4.5

190女性 57.7 57.1 53.4 59.3 41.8 28.0 28.0 24.9 17.5 3.2 3.7

133１５～３９歳 56.7 51.2 44.9 52.8 59.8 21.3 37.0 26.0 25.2 16.5 3.1

性

別

131４０～６４歳 56.7 56.7 51.8 48.9 39.0 36.2 22.7 26.2 11.3 2.1 2.8

82６５歳以上 44.9 43.6 55.1 47.4 23.1 34.6 20.5 21.8 3.8 2.6 7.7

137利用層 65.7 57.5 51.5 49.3 58.2 32.8 32.8 26.9 25.4 11.2 3.0

年

代

別

100利用意向層 55.1 68.4 53.1 56.1 43.9 37.8 41.8 30.6 12.2 6.1 3.1

96非利用意向層 36.6 26.7 46.5 44.6 24.8 20.8 7.9 15.8 3.0 3.0 7.9

ネ
ッ
ト
利

用
別
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（４）今後の市民の情報化について 

ここまでの特徴を整理すると、 
●インターネットの普及は、他の地域に比べやや遅れ気味。１年以内の利用意向も低い。 
●情報通信機器の普及も、遅れ気味。 
●世代や居住区等による格差もみられる。 
●情報化に対してのポジティブな意見(“便利さ”)が多い反面、ネガティブな意見（人と人の

つながりが疎遠になる等の“厳しさ”）も少なくなく、今後に対する不安感が窺える。 

今後は、 

☆より一層のインターネットの普及には、高齢者層への普及が不可欠となる。しかし、

現在のインターネットの普及は、情報感度(※)の高い“高感度層”から“中間層”へ

移行しつつある段階（図表 1‐25）で、高齢者の多い“保守層”（図表 1-26）への

普及には、これらの層が望むサービスの提供推進が望まれる。 

☆今後は、デジタルテレビや携帯電話等パソコン以外の機器の普及が求められる。しか

し、これらの端末の利用意向も低く、普及の伸び悩みが予想される。 
※情報感度：普段の行動様式に関する３つの設問への回答から以下のとおり分類 
 “高感度層”:以下の設問に対して２あるいは３項目該当者 
 “中間層”:１項目該当者 
 “保守層”:非該当者 
 設問 ①｢友人が変わったものを持っていると気になる｣ 
    ②｢趣味やレジャーではいろんなことに手を出したい｣ 
    ③｢同じものをいつまでも使っていると飽きてしまう方だ｣ 

図表 1 -  2 5  ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用状況-個人(情報感度別)  図表 1 -  2 6  情報に対する感度-個人(性･年代別)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 1 -  2 7  今後期待するサービス-個人-上位５位(情報感度別)  

 

　ネットＮＩ

利
用
層

利
用
意
向
層

非
利
用
意
向
層

無
回
答

　
　
Ｎ

　全　　体 346

高感度層 94

中間層 83

保守層 157

38.7 28.3 29.2

3.8

62.4 24.7

9.7 3.2

41.8 40.5 13.9

3.8

25.5 24.8 45.4

4.3

情

報

感

度

別

　感度別ＮＩ

高
感
度
層

中
間
層

保
守
層

無
回
答

　
　
Ｎ

　全　　体 346

男性 156

女性 190

１５～３９歳 133

４０～６４歳 131

６５歳以上 82

26.9 22.8 46.5

3.8

32.5 18.5 46.5

2.5

22.2 26.5 47.1

4.2

49.6 26.0 22.8

1.6

17.0 25.5 53.2

4.3

6.4 12.8

74.4

6.4

性

別

年

代

別

　問４．今後の期待サービス

　
　
Ｎ

行
政
サ
｜
ビ
ス

趣
味
や
教
養
の

 
た
め
の
講
座

健
康
相
談
や

 
 
 
 
診
断

バ
ン
キ
ン
グ

Ｖ
Ｏ
Ｄ

ビ
デ
オ
・
オ
ン

 
・
デ
マ
ン
ド

346　全　　体 54.0 51.4 50.0 50.0 43.1

94高感度層 58.1 59.1 58.1 57.0 63.4

83中間層 62.0 59.5 43.0 50.6 51.9

157保守層 49.7 45.3 52.2 47.8 30.4

情

報

感

度

別
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２．企業（事業所）の情報通信利用実態 

（１）ネットワークの利用状況 

①インターネットの活用状況 

●インターネットの利用率は、74.3％。業種別では最も高い｢サービス業｣（80.6％）から

最も低い「運輸業」（65.2％）まで 15 ポイントほど、従業員数別では、｢100 人超｣の

88.1％から｢10 人以下｣の 60.8％まで 30 ポイント近い格差がある。 

●インターネットの接続回線は、ＩＳＤＮが全体の３分の２（65.6％）を占める。 

●接続している端末数は、平均 21.3 台だが、｢１～２台｣が４割近く含まれている。 

●インターネットの用途としては、「社内外のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ」が圧倒的に多い。「ホームペ

ージによる情報提供」は 48.7％であった。 

●北九州市及び商工会議所のホームページの視聴経験率はそれぞれ５割程度であった。視

聴経験率が高いのは、北九州市では「建設業」や「サービス業」、｢100 人超｣で、商工

会議所は「サービス業」「製造業」であった。 

●インターネットを利用していない理由としては、「今までのやり方で十分やっていけ

る」が圧倒的に高くなっている。 

図表 2 - 1  インターネットの利用状況（業種・従業員数・企業類型別） 

 

 

 

 

　問２．インターネット利用

利
用
し
て
い
る

導
入
予
定
あ
り

検
討
中
ま
た
は

社
内
要
望
あ
り

利
用
す
る

 
 
予
定
な
し

無
回
答

　
　
Ｎ

　全　　体 895

製造業 186

建設業 203

卸売業 137

小売業 115

運輸業 72

サービス業 160

１０人以下 235

１１～３０人 245

３１～１００
　　　　　人 202

１００人超 193

単一事業所  
　　　　企業 389

複数事業所  
　　　　企業 322

市外企業 136

74.3

3.8 11.3 9.8 0.8

76.8

3.8 7.0 11.3 1.1

68.9

5.9

15.8

7.9 1.5

78.9

0.7 10.9 9.5 0.0

74.7

7.0 7.8 9.6 0.9

65.2

1.4

15.3 16.7

1.4

80.6

1.9 10.6 6.9 0.0

60.8

6.4

16.2 14.9

1.7

73.0

3.7 12.7 9.8 0.8

80.7

1.5 9.9 7.9 0.0

88.1

2.6 4.1 4.7 0.5

65.3

5.1

15.2

13.1 1.3

78.6

3.1 9.3 8.7 0.3

92.0

2.2 2.9 2.2 0.7

業

種

別

従

業

員

数

別

企

業

類

型
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図表 2 - 2  インターネットの接続回線（利用事業所、複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2 - 3  接続している端末数（利用事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　問３②．インターネット接続形態

　
　
Ｎ

電
話
回
線

 
 
ア
ナ
ロ
グ

Ｉ
Ｓ
Ｄ
Ｎ

Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ

ｘ
Ｄ
Ｓ
Ｌ

無
線

専
用
線

 
 
 
6
4
Ｋ

専
用
線

 
|
１
２
８
Ｋ

専
用
線

 
１
２
８
Ｋ
超

665　全　　体 15.3 65.6 1.2 1.1 1.4 3.9 8.4 3.6

143製造業 11.9 53.8 1.4 0.0 0.7 5.6 11.2 9.8

140建設業 16.4 76.4 1.4 1.4 0.0 2.1 5.0 1.4

108卸売業 17.6 70.4 0.0 0.0 0.0 5.6 7.4 0.9

86小売業 22.1 72.1 1.2 4.7 4.7 1.2 4.7 2.3

47運輸業 8.5 57.4 0.0 0.0 2.1 2.1 17.0 4.3

129サービス業 14.7 60.5 2.3 0.8 2.3 5.4 10.1 2.3

143１０人以下 14.7 73.4 4.2 1.4 0.7 3.5 0.7 0.7

業

種

別

179１１～３０人 16.8 73.7 0.0 1.1 0.6 2.2 3.9 0.6

163３１～１００
　　　　　人 15.3 68.1 1.2 1.2 2.5 3.7 9.8 2.5

170１００人超 14.7 47.6 0.0 0.6 1.8 6.5 18.8 10.6

254単一事業所  
　　　　企業 15.7 74.4 2.0 0.8 1.6 2.0 2.8 0.4

従

業

員

数

別

253複数事業所  
　　　　企業 16.2 67.2 1.2 2.0 2.0 5.1 12.3 3.2

125市外企業 13.6 41.6 0.0 0.0 0.0 5.6 14.4 11.2

企

業

類

型

　問３．ネット接続台数

１
｜
２
台

３
｜
５
台

６
｜
１
０
台

１
１
｜
３
０
台

３
１
｜
５
０
台

５
１
｜

 
 
１
０
０
台

１
０
１
台
以
上

無
回
答

　
　
Ｎ

平
均
値

 
 
 
 
 
台

　全　　体 665 21.3

１０人以下 143 2.8

１１～３０人 179 4.3

３１～１００
　　　　　人 163 9.9

１００人超 170 66.9

39.8 15.8

12.310.4 2.9 2.6 1.8

14.4

57.3

10.5 11.2 1.4 0.0 0.0 0.0

19.6

47.0 21.2

12.37.8 0.0 0.0 0.0 11.7

38.7 15.3 14.7

11.7 6.1 2.5 0.0 11.0

18.2 15.9

11.8

18.7

5.3 7.1 7.1

15.9

従

業

員

数

別
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図表 2 - 4  インターネットの用途（利用事業所、複数回答） 

 
　問４．インターネット利用用途

　
　
Ｎ

社
内
外
の

コ
ミ
ュ
ニ

 
ケ
｜
シ
ョ
ン

ホ
｜
ム
ペ
｜
ジ

に
よ
る

 
 
情
報
提
供

情
報
収
集

市
場
調
査

ソ
フ
ト
の
活
用

ユ
｜
ザ
｜

 
 
サ
ポ
｜
ト

電
子
商
取
引

オ
ン
ラ
イ
ン

シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ

 
 
 
の
運
営

イ
ン
タ
｜

 
ネ
ッ
ト
電
話

シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ

以
外
の
ネ
ッ
ト

 
 
ビ
ジ
ネ
ス

そ
の
他

665　全　　体 78.9 48.7 37.9 20.0 12.2 10.5 10.4 6.2 1.7 0.9 1.7

143製造業 86.0 62.2 39.9 25.9 13.3 9.8 12.6 9.1 0.7 0.7 1.4

140建設業 78.6 30.7 40.0 15.7 10.0 8.6 2.9 2.9 2.9 0.0 3.6

108卸売業 77.8 42.6 37.0 18.5 10.2 9.3 21.3 8.3 2.8 0.0 1.9

86小売業 60.5 50.0 25.6 23.3 10.5 11.6 19.8 11.6 2.3 0.0 1.2

47運輸業 85.1 44.7 27.7 8.5 12.8 6.4 0.0 2.1 0.0 0.0 0.0

129サービス業 82.2 58.9 48.8 21.7 16.3 15.5 3.9 3.1 0.8 3.9 0.8

143１０人以下 65.0 37.1 34.3 18.9 12.6 11.9 9.8 5.6 2.8 0.7 4.2

業

種

別

179１１～３０人 74.3 40.8 38.0 13.4 10.1 9.5 11.2 5.6 2.2 0.6 2.2

163３１～１００
　　　　　人 83.4 50.9 44.8 23.3 9.8 11.0 8.6 8.6 1.2 1.8 0.6

170１００人超 91.2 64.7 35.9 25.3 16.5 10.0 11.2 5.3 0.6 0.6 0.0

254単一事業所  
　　　　企業 72.8 39.4 34.3 15.7 11.0 9.8 9.4 7.5 2.4 1.2 2.0

従

業

員

数

別

253複数事業所  
　　　　企業 81.0 53.8 42.3 23.3 10.7 9.9 11.1 7.9 0.8 0.4 1.2

125市外企業 92.8 62.4 36.0 24.0 16.8 14.4 11.2 1.6 1.6 1.6 0.8

企

業

類

型
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図表 2 - 5  視聴経験-①北九州市の w e b ｻｲﾄ 図表 2 - 6  視聴経験-②北九州商工会議所の w e b ｻｲﾄ 

    （利用事業所）             （利用事業所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2 - 7  インターネットを利用していない理由（非利用事業所、複数回答） 

 

 

 

 

　問５．ホームページ視聴－ａ．北九州市

よ
く
利
用

 
 
し
て
い
る

利
用
し
た

 
こ
と
が
あ
る

利
用
し
た

 
こ
と
が
な
い

無
回
答

　
　
Ｎ

　全　　体 665

製造業 143

建設業 140

卸売業 108

小売業 86

運輸業 47

サービス業 129

１０人以下 143

１１～３０人 179

３１～１００
　　　　　人 163

１００人超 170

単一事業所  
　　　　企業 254

複数事業所  
　　　　企業 253

市外企業 125

5.1

46.0 46.2

2.7

4.2

49.6 44.1

2.1

7.9

53.5 35.7

2.9

1.9

35.2 60.1

2.8

1.2

39.5 58.1

1.2

2.1

51.0 42.6

4.3

9.3

47.3 41.1

2.3

6.3

35.0 55.2

3.5

1.7

41.3 52.5

4.5

7.4

49.7 41.1

1.8

5.3

58.2 36.5

0.0

4.7

39.8 52.4

3.1

4.3

54.6 38.7

2.4

7.2

48.0 43.2

1.6

業

種

別

従

業

員

数

別

企

業

類

型

　問５．ホームページ視聴－ｂ．商工会議所

よ
く
利
用

 
 
し
て
い
る

利
用
し
た

 
こ
と
が
あ
る

利
用
し
た

 
こ
と
が
な
い

無
回
答

　
　
Ｎ

　全　　体 665

製造業 143

建設業 140

卸売業 108

小売業 86

運輸業 47

サービス業 129

１０人以下 143

１１～３０人 179

３１～１００
　　　　　人 163

１００人超 170

単一事業所  
　　　　企業 254

複数事業所  
　　　　企業 253

市外企業 125

2.7

43.0 52.5

1.8

2.1

49.6 44.8

3.5

2.1

40.0 55.8

2.1

4.6

32.4 62.1

0.9

2.3

34.9 62.8

0.0

0.0

49.0 48.9

2.1

3.9

51.1 43.4

1.6

4.2

43.4 51.7

0.7

1.7

36.3 58.6

3.4

3.1

46.0 48.4

2.5

2.4

47.1 49.9

0.6

3.1

41.7 54.0

1.2

2.4

49.0 47.0

1.6

1.6

38.4 56.0

4.0

業

種

別

従

業

員

数

別

企

業

類

型

　問６．インターネット非利用理由

　
　
Ｎ

今
ま
で
の

や
り
方
で
十
分

や
っ
て
い
け
る

取
引
先
が

あ
ま
り
利
用

 
し
て
い
な
い

イ
ン
タ
｜

ネ
ッ
ト
が
よ
く

 
わ
か
ら
な
い

コ
ス
ト
が

か
か
り
す
ぎ
る

安
全
性
や

信
頼
性
に

 
不
安
が
あ
る

競
合
他
社
が

あ
ま
り
利
用

 
し
て
い
な
い

そ
の
他

88　全　　体 72.7 21.6 15.9 11.4 10.2 6.8 4.5



 25

②社内ネットワークの活用状況 

●LAN やイントラネットの利用率は 50.1％。「サービス業」で高く、「建設業」「運輸

業」で低く、インターネットの利用率と似た傾向を見せている。 

●社内ネットワークの用途としては、最も多い「社内情報・データの共有化」には、属性

による違いはあまり見られないのに対し、「出力装置の共有化」以下はその差が激しい。 

 

図表 2 - 8  社内ネットワークの利用状況（業種・従業員数・企業類型別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　問１．機器等保有・利用状況‐ｄ．社内ネットワーク

利
用
し
て
い
る

導
入
予
定
あ
り

検
討
中

導
入
す
る

 
 
予
定
な
し

無
回
答

　
　
Ｎ

　全　　体 895

製造業 186

建設業 203

卸売業 137

小売業 115

運輸業 72

サービス業 160

１０人以下 235

１１～３０人 245

３１～１００
　　　　　人 202

１００人超 193

単一事業所  
　　　　企業 389

複数事業所  
　　　　企業 322

市外企業 136

50.1

2.5 13.0

29.5

4.9

59.7

1.6 7.5

25.3

5.9

41.4

3.4

13.8 34.0

7.4

46.7

2.9

15.3 30.7

4.4

44.3

2.6

14.8 34.8

3.5

43.0

2.8

22.2 27.8

4.2

61.9

1.9 10.6

23.1

2.5

25.5

3.0

14.5 47.2

9.8

41.6

2.0

13.9 38.4

4.1

56.9

3.0

15.8 20.8

3.5

84.9

2.1 6.7 4.7 1.6

33.4

2.3

14.9 41.7

7.7

55.3

3.7

14.9 23.6

2.5

89.0

0.0 2.9 6.6 1.5

業

種

別

従

業

員

数

別

企

業

類

型
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図表 2 - 9  社内ネットワークの用途（利用企業、複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　付問１－１．社内ネットワーク導入目的

　
　
Ｎ

社
内
情
報
・

デ
｜
タ
の

 
 
 
共
有
化

出
力
装
置
の

 
 
 
共
有
化

電
子
メ
｜
ル

サ
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ビ
ス
の

 
 
 
 
実
現

財
務
・
経
理

シ
ス
テ
ム
の

 
 
 
 
実
現

ア
プ
リ
ケ
｜

シ
ョ
ン
の

 
 
 
共
有
化

業
務
支
援

シ
ス
テ
ム
の

 
 
 
 
実
現

電
子
決
裁
の

 
 
 
 
実
現

そ
の
他

449　全　　体 84.4 59.2 54.6 26.5 26.1 21.8 4.7 0.7

111製造業 83.8 59.5 53.2 27.9 21.6 25.2 8.1 0.9

84建設業 81.0 64.3 52.4 23.8 19.0 14.3 2.4 1.2

64卸売業 87.5 57.8 60.9 18.8 26.6 31.3 6.3 0.0

51小売業 88.2 60.8 43.1 31.4 25.5 9.8 3.9 0.0

31運輸業 90.3 41.9 61.3 35.5 32.3 29.0 0.0 0.0

99サービス業 82.8 60.6 58.6 27.3 32.3 21.2 3.0 0.0

60１０人以下 78.3 75.0 56.7 21.7 25.0 13.3 0.0 0.0

業

種

別

102１１～３０人 83.3 65.7 35.3 22.5 30.4 18.6 2.9 1.0

115３１～１００
　　　　　人 82.6 65.2 50.4 19.1 33.9 15.7 3.5 0.9

164１００人超 89.0 45.7 68.9 36.0 17.1 30.5 7.9 0.0

130単一事業所  
　　　　企業 77.7 76.2 44.6 17.7 33.1 15.4 2.3 2.3

従

業

員

数

別

178複数事業所  
　　　　企業 86.0 56.2 53.4 27.0 25.8 18.5 2.8 0.0

121市外企業 90.9 44.6 69.4 36.4 19.0 33.9 9.9 0.0

企

業

類

型
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（２）情報通信機器の活用状況 

●パソコンは 95.5％で、ほとんどの事業所に浸透していることがわかる。ただ、その台

数をみると、従業員数とほぼ同数（１人１台体制）の事業所も見られるのに対し、「１

～２台」どまりの事業所も４分の１程度みられる。 

●携帯電話（または PHS）も９割以上の浸透がみられるが、携帯情報端末については、

１7.8％に留まり、また、導入意向も低い。 

 

図表 2 - 1 0  情報通信機器の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 2 - 1 1  パソコンの利用台数（パソコンの導入事業所、従業員数別） 
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０
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０
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Ｎ
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　全　　体 854 23.9

１０人以下 210 3.7

１１～３０人 238 6.3

３１～１００
　　　　　人 197 13.7

１００人超 192 81.0

24.5 24.7 21.0 18.3

2.9 3.9 2.8 1.9

48.6 29.0 19.0

2.9 0.0 0.0 0.0 0.5

29.0 30.7 24.4

13.00.8 0.4 0.0 1.7

12.2

23.9 21.8 30.9
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（３）業務への影響度 

①業務での位置付け 

●業務別に活用している通信媒体（メディア）をみると、「郵便」「ＦＡＸ」「電話」と

いう旧来型の媒体の存在感が、「ホームページ」や「電子メール」に比べて強い。 

●「ホームページ」の利用は、『会社案内や人材募集』『商品･イベント紹介』等の情報

発信が中心となっている。 

図表 2 - 1 2   活用している通信媒体（業務別、複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

②情報通信料金 

●情報通信料金の１ヶ月平均は31.6 万円で、年間に換算すると 380 万円ほどになる。（参

考:平均年商 29.4 億円） 

●インターネットの利用有無別に内訳をみると、非ネット事業所では、「インターネット

料金」がない代わりに「移動通信」比率が高く、「固定電話」比率はほとんど違いがな

いことがわかる。 

図表 2 - 1 3  情報通信料金の内訳      ※平均値は１ヶ月あたり 
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（４）事業所の現状と情報化に対する意識 

●自分の事業所を「非常に先進的」と答えたのは 1.6％、「まあ先進的」（11.7％）を合

わせた“先進層”は 13.3％に留まる。また、全体の平均値をみると、水準（中間）点

の 3.0 点を大幅に下回っているが、「市外企業」だけは 2.9 点と水準点に近い。。 
※この先進度は、同業他社と比べての評価であることから、インターネットの利用率等と異なり、

業種や従業員数による違いはあまりみられない。 

●経営上の課題としては、「競争の激化」「人材の確保・育成」といったものが挙げられ、

「情報化への対応」は７位の 18.3％であった。 

●今後の情報化で重視する内容としては、「情報収集機能の充実」「社内ネットの拡充」

が多く挙げられている。前者は規模が小さい事業所ほど、後者では逆に規模が大きい事

業所ほど多くなっている。 

 

図表 2 - 1 4  ＩＴ先進度-自己評価(業種･従業員数･企業類型別)  
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図表 2 - 1 5  経営上の課題（業種・従業員数・企業類型別、複数回答） 
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図表 2 - 1 6  情報化重視内容（業種・従業員数・企業類型別、複数回答） 
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（５）今後の事業所における情報化について 

ここまでの特徴を整理すると、 

●インターネットの普及は、７割に達したものの、業種や規模格差は大きい。また、ISDN や

アナログ回線が中心である。 

●インターネットを新たに導入する予定の事業所は少ない。 

●社内ネットワークは約半数が利用。 

●パソコンはほとんどの事業所で導入しているものの、１～２台程度の事業所も多い。 
●導入事業所であっても、インターネットが十分に有効活用されているとは言い難い。 

例:ホームページ利用事業所は半数近い（図表 2-5）が、会社案内等の情報発信に留まり、

受信（申込受付、アンケート等）への活用が進んでいない（図表 2-12）。 

●競合他社に比べてＩＴ化が劣っていると感じている事業所は約４割。 
 

今後は、 

☆インターネットやパソコンの普及はかなり進み、今後は、如何にそれらのツールを使

いこなすかが、重要となってきている。 

☆IT 先進層とそうでない事業所を比べると、経営状況の格差ははっきりしているもの

の、他社よりＩＴ化が進んでいるはずの“先進層”であってもその平均値は水準点を

かろうじて上回る 3.1 点に留まる。（図表 2-17） 

 

図表 2 - 1 7  １～２年の経営状況( I T 先進度別)  
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◆通信基盤やサービスの実態 
Ⅰ．通信インフラの実態 
  

ここでは、今後の情報化の進展に不可欠な通信インフラの実態を、インターネットサービス

プロバイダー（以下、ISP）の動向に焦点を絞り、整理した。 

●北九州市内のインターネット普及（利用）は、世帯で 36.0％、事業所での利用率 74.1％

であったが、それを支えている ISP の数は 100 以上にのぼる。しかし、今後の成長が期

待されているブロードバンド(広帯域)サービスについてみると、利用可能なＩＳＰはわず

か５社に留まっている（因みに首都圏では地域によって 7～15 程度-日本ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ調べ）。 

●地方系ＩＳＰは、ＩＰｖ６（新しいｲﾝﾀｰﾈｯﾄの通信規格）と、将来的にブロードバンドの

主流になると目されている光ケーブル(光・ＩＰ通信)への対応が全国系に比べて大きく遅

れており、ネット接続サービス以外の事業の柱が必要となってきている。 
 

⇒ブロードバンド化は首都圏に比べて遅れ気味であり、世帯・事業所ともに、ナローバンド

（狭帯域、電話回線）が利用の中心となっている（10･21 頁参照）ことに影響を与えてい

る。ＩＳＰは今後も全国系と地域系との格差が拡大し、地域系は新しいビジネスモデルや

サービスを模索していく必要がある。 
  

図表 1  北九州市内で利用できる商用ＩＳＰ(※1 ) （平成 1 3 年 9 月 1 日現在、日本ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ調べ）  
※1 : 北九州市内のいずれかの地域で利用可能な I S P 。ダイヤルアップサービスの場合は、市内にアクセス 

  ポイントがあるＩＳＰ 

分類   

全体 地元 ISP(※2) 市外 ISP 

全  体 １０７ ５ １０２ 

ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞ(128k超)提供 ５ １ ４  
非提供 １０２ ４ ９８ 

※2:地元ＩＳＰには、北九州市外に本社のある事業所が北九州市内を中心とした活動を行っているものを含む 

図表 2  全国系プロバイダーと地域系プロバイダーの新規投資への対応比較（計画中を含む） 
『第 1 回ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰ調査』 ( 平成 1 3 年 7 月､日本経済新聞社､ ( 社) 日本ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰ協会 ) より抜粋 

 全国系 地域系 

ＩＰｖ６ ３４．６％ １１．４％ 

光・ＩＰ通信網 ２３．６％ ４．２％ 

図表 3  全国系プロバイダーと地域系プロバイダーの今後の経営戦略 
『第 1 回ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰ調査』 ( 平成 1 3 年 7 月､日本経済新聞社､ ( 社) 日本ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾌ ﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞｰ協会 ) より抜粋 
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Ⅱ．情報サービス産業の実態 
 

ここでは、ソフト系の情報サービス産業の実態を整理した。 

●北九州市内の情報サービス業は、事業所数・従業員数・売上高の３項目ともに、全国に比

べて伸び率が大きい。 

●全国では、事業所数の伸びに比べて、従業員数の伸びが著しいものの、北九州市では、逆

に事業所数の伸びが、従業員数を上回っている。 

●事業所、また従業員１人あたりの売上高は全国・政令市平均に比べると少ない。中小規模

の事業所中心で、生産性もやや低いことが窺える。 

●ソフト系 IT 産業の事業所数をみると、北九州市は全国で 16 位に留まり、50 万規模の都

都市と同レベルとなっている。 
 
 

⇒市内の情報サービス産業は、全国を上回るスピードで発展・拡大しているが、それでも他

の地域に比べれば、事業所数も少なく遅れ気味。 

⇒北九州市では、事業所数自体も増加しているものの、全国的には、事業所数自体は大きく

増加しておらず、北九州市に比べて、淘汰が進んでいることが窺える。 

⇒市民の情報化に対する期待は大きい（ 5 頁参照）だけに、今後のさらなる発展が望まれる。 

 

図表 4  情報サービス業の推移［『特定ｻｰﾋﾞｽ業産業実態調査』(通商産業省)］ 

事業所数（所） 従業員数（人） 売上高（百万円） 
 

昭和 62 年 平成 11 年 伸び率% 昭和 62 年 平成 11 年 伸び率% 昭和 62 年 平成 11 年 伸び率% 

北九州市 1 2  4 7  
2 9 1 .

7  
9 6 0  3 , 0 4 1  

2 1 6 .

8  
7 , 6 1 1  4 8 , 8 1 3  

5 4 1 .

3  

全 国 3,692 7,957 115.5 241,187 610,193 153.0 2,299,305 14,300,950 522.0 

 

図表 5  情報ｻｰﾋﾞｽ業の事業所､従業員あたり売上高［『特定ｻｰﾋﾞｽ業産業実態調査』( 通商産業省) より算出］ 

１事業所あたり売上高（百万円） 従業員１人あたり売上高（百万円） 
 

昭和 62 年 平成 11 年 昭和 62 年 平成 11 年 

北九州市 6 3 4 . 3  1 0 3 8 . 6  7 . 9  1 6 . 1  

政令市平均 603.0 1594.2 10.6 22.2 

全 国 622.8 1797.3 9.5 23.4 
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図表 6  ソフト系ＩＴ産業(※)の事業所数－上位 2 0 市 
［『ソフト系ＩＴ産業の実態調査』( 平成 1 3 年 3 月現在、国土交通省) ］ 

順位 都市名 計  順位 都市名 計 

１ 東京２３区 ９，７１３  11 京都市 ３６９ 

２ 大阪市 ２，６４６  12 岡山市 ２８５ 

３ 名古屋市 １，２４０  13 金沢市 ２８３ 

４ 横浜市 １，１３７  14 新潟市 ２５３ 

５ 福岡市 ９６６  15 浜松市 ２５２ 

６ 札幌市 ９０３  16 北九州市 ２３８ 

７ 仙台市 ５１３  17 熊本市 ２２３ 

８ 広島市 ５０９  18 静岡市 ２１８ 

９ 神戸市 ４０９  19 松山市 ２０５ 

10 川崎市 ３８８  20 長野市 １９９ 
※ソフト系ＩＴ産業：NTT ﾀｳﾝﾍﾟｰｼﾞﾃﾞｰﾀの中から｢ｿﾌﾄｳｴｱ業｣｢情報処理業｣｢ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ｣の３業種を抽出したも

の。したがって図表４『特定ｻｰﾋﾞｽ業産業実態調査』の事業所数とはかなり異なる。 

 


